選挙活動における要約筆記通訳の認定に関する請願

　　　平成１５年　６月　　日

　　　住所　〒３９２－０１３１　諏訪市湖南２６６２
　　　　　参政権保障委員会　委員長
氏名　　　　浜　　　富　美　子　　　　　印　　　　　　
　　　電話　０２６６－５２－０９００　　FAX　０２６６－５２－０９８６
　　　紹介議員
　　　氏名

　　　　　　　　　　議会議長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

請願事項

聴覚障害者の参政権行使推進の為、選挙法を改正していただくよう、貴議会より
政府ならびに関係行政官庁あて意見書を提出していただきたく、請願いたします。
１．中途失聴者・難聴者の参政権推進のための情報保障として、要約筆記通訳に

用いるスクリーンへの字幕表示を、一般の「文書図画」と区分する規定を

設けること

　　　　２．区分された字幕表示を、聴覚弱者への情報保障手段として、選挙運動の為に

使用する「文書図画」として認めるよう、公職選挙法の改正を行うこと

３．選挙における手話通訳・要約筆記通訳の活動費の公費負担を検討していただき、

各自治体独自の裁量も可能になるように検討すること

　　請願理由

平成１４年９月執行の長野県知事選挙及び同９月の塩尻市長選挙において、立候補者

主催の合同個人演説会が開かれました。その際、要約筆記通訳という情報保障手段を
活用して、聴覚障害者の方にも積極的に選挙権の行使を促すきっかけにしたい、また

高齢に伴い、聞えに不自由を感じておられる方々にしっかり各候補のご意見を届けたい、

と願い、働きかけをさせていただきましたが、要約筆記のスクリーンでの投影は、

公職選挙法第１４３条「文書図画の掲示」に違反するということがわかり、断念いたし

ました。

しかし、聴覚障害者の参政権を推進するための要約筆記が、ネオンサインや広告塔と同じ

“宣伝物”とみなされるのか疑問を持ちました。インターネットなどの普及により、文字

情報の選挙活動への活用も様変わりをせざるを得ない状況だと考えます。

全ての住民が平等に情報を得る権利があることを今一度再確認していただき、公職選挙法

の改正を行い、要約筆記通訳を認めていただけるよう要望いたします。
